
 １ 

第 ７ ０ ６ 号 発行人 長谷川 知広 

編集人 笠 置 武 志 

東京都千代田区霞が関3-1-1 

   財務省ビル西155号室 

国税労働組合総連合 



 

 

 ２ 

  

 

 消費税の不正還付や税の申告漏れだったり、滞納事

案がここ数年増加傾向にある。 

 それに対応する国税職員の皆

さん、グローバル化等も対応し

なければならなく、人員の更な
る増強というものを図らなけ

ればならないと思っている。 

その点しっかり要望する。 

 

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議 

 

政
府
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
、
十
分
配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。 

 

高
水
準
で
推
移
す
る
申
告
件
数
及
び
滞
納
税
額
、
経
済
取
引
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
・

デ
ジ
タ
ル
化
に
よ
る
調
査
・
徴
収
事
務
等
の
複
雑
・
困
難
化
、
新
た
な
経
済
活
動
の

拡
大
、
軽
減
税
率
制
度
や
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
の
実
施
へ
の
対
応
な
ど
社
会
情
勢
の
変

化
に
よ
る
事
務
量
の
増
大
に
鑑
み
、
適
正
か
つ
公
平
な
課
税
及
び
徴
収
の
実
現
を
図

り
、
国
の
財
政
基
盤
で
あ
る
税
の
歳
入
を
確
保
す
る
た
め
、
国
税
職
員
の
定
員
確

保
、
職
務
の
困
難
性
・
特
殊
性
を
適
正
に
評
価
し
た
給
与
水
準
の
確
保
な
ど
処
遇
の

改
善
、
機
構
の
充
実
及
び
職
場
環
境
の
整
備
に
特
段
の
努
力
を
払
う
こ
と
。 

 

特
に
、
社
会
的
関
心
の
高
い
消
費
税
の
不
正
還
付
防
止
へ
の
対
応
、
国
際
的
な
租

税
回
避
行
為
や
富
裕
層
へ
の
対
応
を
強
化
し
、
更
に
は
納
税
者
全
体
へ
の
税
務
コ
ン

プ
ラ
イ
ア
ン
ス
向
上
を
図
る
た
め
、
定
員
の
拡
充
及
び
職
員
の
育
成
等
、
従
来
に
も

増
し
た
税
務
執
行
体
制
の
強
化
に
努
め
る
こ
と
。 
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 附帯決議（ふたいけつぎ）とは、国会の衆議院及び参議院の

委員会で法律案の採択を行う際に、政府案についての要望・運

用上の注意等を表明するものです。 

 法律的な拘束力はありませんが、政府はこれを尊重すること

が求められ、無視はできないことになっています。 

 所得税法等の改正に関する附帯決議は、昭和４９年度以降、

衆議院通算４４年、参議院通算４７年にわたって組合が勝ち

取ってきたものであり、国税職員の定員確保や処遇の改善、機

構の充実、職場環境の整備といった各種要求を実現するための

大きな後ろ盾となっています。 

賛成
多数 

全会
一致 

 御決議のありました事項

（附帯決議案）につきまして

は、政府といたしても御趣旨

を踏まえて、配慮してまいり

たいと存じます。 

 衆 議 院・財

務金融委員会

での附帯決議

の 全 文 は、左

記ＱＲコード

よりご覧いた

だけます。 

 実際の税の現場で頑

張っている方々、税務

署の方々は、大変な苦

労がある。 

 その他、高水準で推

移する申告件数、滞納

税額も増えている。ま

た、経済取引のグローバル化・デジタル化で困難

化・複雑化している。 

 さらに軽減税率・インボイス制度の実施のため

に事務量が増えていくので、こうした現場の方々

にも配慮いただき、国税職員の定員確保、専門性

や特殊性・困難性とかいただいた給与水準の確保、
機構の充実ということをお願い申し上げる。 

 参 議 院・財

政金融委員会

での附帯決議

の 全 文 は、右

記ＱＲコード

よりご覧いた

だけます。 



 ４ 

・組合員とそのご家族限定です。 

・記載の料金は、令和６年４月１日か

ら令和７年３月31日までです。 

・年末年始、ＧＷ等も同一料金です。 

・ご注意：東京駅八重洲店は、素泊ま

り15,100円、朝食付き16,400円です。 

・他サイトにおいて上記金額を下回る

場合がありますので、ご注意下さい。 

お申込み

はこちら 

 国税労組は、３月７日

（木）に『賃金・労働条

件等に関する要求書』、

４月２日（火）に『国税

職員の賃金・労働条件等

に関する要求書』を手交

しました。 

 国税職員の賃金・労働

条件等に関する要求書は附帯決議の内容に

基づき、税務水準差の拡大や行(二)等職員

の俸給の調整額の支給等の賃金改善等の処

遇改善に向けた努力や定員の確保や機構の

充実、職場環境の整備のために、令和７年

度予算概算要求に向け最大限努力すること

を当局に求めています。 

  


